若い力による県産農産物ＰＲ事業の

業務委託に係る企画提案書募集要領
（ふるさと雇用再生特別対策事業）
奈良県農林部マーケティング課

１．事業の趣旨　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　現下の雇用失業情勢に鑑み、国から交付される「ふるさと雇用再生特別交付金」を活用して奈良県が基金を造成し、雇用再生のために雇用機会を創出する様々な事業を実施し、継続的な雇用の確保を目指すものです。
２．業務概要　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（１）名称　若い力による県産農産物ＰＲ事業
（２）業務の内容
奈良の食と農の魅力を若者に効果的にアピールするために、若手クリエーターや、農業に関心のある若者をＰＲスタッフとして活用し、さまざまなプロモーション活動を実施することとします。若者の視点でこれまでとは異なる新たな食と農の魅力を発見・発信し、県産農産物等の販売を強化します。同時に、次世代のクリエーターや、農業の担い手を育成するのが本事業の目的です。
（３）委託上限額　平成２１年度　金12,790,000円（消費税及び地方消費税を含む。）
（４）委託事業者の選定方法について
　公募により選定します。提案者独自の企画について、応募時に提出された提案内容を評価することにより、定められた事業予算の範囲内において、より業務処理能力の高い事業者を委託事業者として選定します
（５）契約期間

契約締結日から平成22年3月31日まで。
３．提案者の参加資格等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
提案は単独または共同によるものとし、提案者は本件業務仕様書「４．委託事業者の要件」に定める団体で次の項目の全てに該当しなければなりません。
（１）単独提案による場合の資格等
①地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当していない者であること。
②会社更生法(平成１４年法律第１５４号)第１７条第１項又は第２項の規定による会社更生手続開始の申立て（同法附則第２条の規定によりなお従前の例によることとされる更正事件に係る同法による改正前の会社更生法（昭和２７年法律第１７２号）第３０条第１項又は第２項の規定による更生手続開始の申立てを含む。）をしていない者又は申立てをなされていない者であること。ただし、同法に基づく更生手続開始の決定を受けた者については、更生手続開始の申立てをしなかった者又は申立てをなされなかった者とみなす。
③平成１２年３月３１日以前に民事再生法（平成１１年法律第２２５号）附則第２条による廃止前の和議法（大正１１年法律第７２号）第１２条第１項の規定による和議開始の申立てをしていない者であること。
④平成１２年４月１日以後に民事再生法第２１条の規定による再生手続開始の申立てをしていない者又は申立てをなされていない者であること。ただし、同法に基づく再生手続開始の決定を受けた者であっても、再生計画の認可の決定を受けた者については、再生手続開始の申立てをしなかった者又は申立てをなされなかった者とみなす。
⑤企画提案書の提出時点において、奈良県物品購入等の契約に係る指名停止等措置要領による指名停止又は指名保留（以下「指名停止等」という。）の措置を受けていないこと。 
⑥過去３年以内に広告業務・観光PRの実績が十分にあること。

⑦奈良県内の求職者を雇い入れるなど、本県において継続的な雇用機会が創出できる者であること。

　（２）共同提案による場合の資格等
複数の事業者等による共同提案を行う場合には、次の事項に留意してください。 
　　①必ず幹事者を決め、全提案者の代表者名を記載し、それぞれの代表者印を押した参加意向申出書（様式１－２）を提出してください。その際、幹事者の印は契約時に使用するものと同一としてください。 
　　②複数の共同事業体に所属することはできません。また、共同事業体に所属しながら自らが単独で提案を行うことは認められません。 
　　③幹事者については、前項①～⑥に該当することが必要です。
　　④幹事者以外の共同提案者については、前項①～⑤に該当することが必要です。
　　⑤幹事者または共同提案者のいずれか一者は、前項⑦に該当することが必要です。

⑥幹事者および共同提案者を変更することはできません。
    ※参加意向申出書の提出後に参加意向申出書の記載事項に変更が生じた場合には、企画提案書の提出期限までに参加意向申出書記載事項変更届出書（様式１－３）を添えて、改めて参加意向申出書を提出してください。
４．提出書類　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（１）企画提案書（様式１）※企画提案書は（２）以下に定める書類を添付し、正本１部と写し４部を提出してください。
（２）誓約書（様式２）

（３）事業者概要書（様式３）
（４）人件費調書（様式４）
（５）業務受託体制計画書（様式５）
（６）提案書（様式・サイズ・縦横自由）
※ただし、提出書類は折りたたみ等によりＡ４版サイズとしてください。

委託業務をどのように実施していくか、次の項目をふまえ記載してください。
・新規雇用者の採用方法

1） 奈良県内又は隣府県在住であることの確認方法
2） 失業者であることの確認方法

3） （公開の要素を含めた）募集方法

4） 応募者の選考方法及び選考基準

　 　 　・新規雇用者の具体的業務・行動計画
　　　  ・独自の工夫等

（７）見積書
　　　　・新規雇用の失業者の人件費にかかる割合が、事業全体の経費の５０％以上であること。
・平成２１年８月１日から平成２２年３月３１日までの所要額を積算し、人件費については配置人員ごとの賃金年額（法定福利費を含む）を記載すること。

なお、事業終了後は、県は受託者に対し、当該事業の実施に必要となる人件費及びその他経費の実績績に応じ、契約額の範囲内で委託料を支払うこととします。
（８）過去の制作物（任意・１部）

　　　フリーペーパーや広告など、公開可能な過去の制作物があれば添付してください。

ただし、紙面媒体に限ります。
５．企画提案にかかる質問及び回答　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（１）質問受付期間
　　　　平成21年7月9日（木）9:00～平成21年7月17日（金）17:00まで

（ただし、閉庁日及び閉庁時間は除く）

（２）質問方法

　　別紙「質問票」（様式６）により、ファクシミリにて下記あてに送付してください。

（３）各事業者からの質問に対しては、原則として随時ファクシミリにて回答します。

（４）質問票送付先

　　　奈良県農林部マーケティング課　販売・流通係

　　　ファクシミリ番号０７４２－２６－６２１１

６．企画提案書の提出について　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（１）提出期限

　　平成21年7月22日（水）　17:00（必着）
（２）提出方法

　　持参または郵送により提出してください。
（３）提出先

　　〒630-8501　奈良市登大路町３０番地　

奈良県農林部マーケティング課　販売・流通係

　　  ＊提出書類の宛先は「奈良県知事　荒井　正吾」と記入してください。
７．企画提案書の審査及び結果の発表　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（１）審査方法

　　別に定める「ふるさと雇用再生特別対策事業‐若い力による県産農産物ＰＲ事業‐委託業者選定委員会（以下、「委員会」という。）が、評価点方式により順位付けを行い、最高得点を獲得した者を委託事業者として選定します。
（２）評価項目

　　「審査対象事項」（別記）に基づき評価を行います。

（３）ヒアリング

　委員会が必要と認めるときは、ヒアリングを実施する場合があります。また必要に応じて追加資料の提出を求める場合があります。

（４）審査結果の通知

　　審査結果は、企画提案書を提出した事業者全てに対し書面にて通知します。

（５）審査結果について

　　審査結果に対する異議申し立ては、一切認めていません。また審査結果は公表いたしません。

８．業務委託契約の締結について　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　審査の結果、委託事業者として選定された者と県とは奈良県契約規則に基づき、双方協議のもと、最終仕様を決定し、予算の範囲内で業務委託契約を締結するものとします。

　なお、業務委託契約書には、次の事項を記載するものとします。

（１）委託事業の予定期間及び終了予定期日

（２）予定されている事業費及び人件費

（３）事業に従事する予定の全労働者数及びそのうち新規雇用する予定の失業者の数

（４）事業で新規雇用する予定の労働者の雇用期間

（５）事業で新規雇用する予定の労働者の募集方法

（６）委託事業者は労働者を新規雇用する際に、本人に失業者であるか否かを確認するものであること。

（７）県は、委託事業者が事業の実施にあたり、別に定める業務委託仕様書の内容に反した場合には、委託契約額の一部又は全額を返還させる権利を有するものであること。

（８）委託事業者は、事業が終了した場合は、（１）から（５）までの事項の内容を含む実績報告を作成し、県に提出しなければならないこと。

（９）（８）により委託契約額を確定した結果、概算払いにより委託事業者に交付した委託費に残高が生じたとき、又は委託費により発生した収入があるときは、県は委託事業者に対し返還を命じ、委託事業者はこれに応じなければならないこと。

９．契約の解除　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　契約締結後であっても、次の場合には契約を解除し、委託事業者を変更することがあります。

（１）企画提案書など提出書類に虚偽の記載が明らかになった場合

（２）委託事業者に重大な瑕疵がある場合

（３）事務遂行の意思が認められない場合

（４）業務遂行能力がないと認められる場合

（５）その他、契約を継続するに耐えない事情がある場合

１０．その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（１）募集要領記載内容の承諾

　本件業務の企画提案に応募する者は、企画提案書の提出をもって、募集要領の記載内容を承諾したものと見なします。

（２）言語及び通貨

　　契約手続きにおいて使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限ります。

（３）提出書類の返還

　提出された書類は返還いたしません。なお、提出された書類は本件業務に係る委託事業者の選定審査以外には使用しません。

（４）提案書類の追加、修正等

　一旦提出された提出書類の差し替え、追加及び削除は、理由の如何に関わらず一切認めません。

（５）提案に係る費用負担

　　提出書類の作成、提出等に要する費用は、提案者の負担とします。

（６）提案者の失格事項

　　提案者が次の事項に該当した場合は、失格とします。

　　（ア）提出書類の提出期限を過ぎたとき

　　（イ）提案に参加する資格がない者が提案したとき

　　（ウ）本件業務の企画提案に対して、二以上の提案をしたとき

　　（エ）本件業務の企画提案に対して、自己のほか、他人の代理人を兼ねて提案したとき
　　（オ）見積書の金額、住所、氏名、印影及び文書の誤脱、金額を訂正した見積もりをしたとき、その他提出書類に虚偽の記載をした場合

　　（カ）その他、提示した事項及び企画提案に関する条件に違反したとき

（７）提出書類を提出後、契約締結までの手続き期間に提案者が指名停止等の事由に至った場合は、以後の本件に関する手続きの参加資格を失うものとします。また該当する者が委託事業者として特定されている場合は、次順位の者と手続きを行います。

（８）提出書類を提出した後に辞退する場合は、速やかに県まで連絡するとともに、書面により届け出てください。

（９）委託事業者は、本件業務を第三者に委託し又は請け負わせることはできません。ただし、あらかじめ県の承諾を受けた場合はこの限りではありません。

１１． 問い合わせ先　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　奈良県農林部マーケティング課　販売・流通係　
　住所　〒630-8501　奈良市登大路町30番地　県庁分庁舎5階

　電話　0742－27－5427　　ファクシミリ　0742－26－6211
　　　　　　　
以上
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	項目
	審査基準

	実施体制
	関係機関等との連絡調整・対応等の体制が整備されている。

	
	業務管理、進捗管理体制が確立されている

	企画力
	ターゲットが明確である。

	
	若い感性で食と農を捉えるという本事業の趣旨に沿った提案である。

	
	若手クリエーター・ＰＲスタッフの業務内容・行動計画が明確である。

	
	独自性のある提案がなされている。

	業務実績
	本業務と同様の業務実績がある。

	雇用機会の創出
	奈良県内求職者などへの雇用機会の創出につながっている。

	
	新規雇用者の能力の向上・継続雇用につながる環境配備がなされている。

	総合評価
	実効性のあるバランスのとれた提案となっている。
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